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東京科学大学については、令和８年４月から体制強化計画を開始する。その上で、通常
のマイルストーン評価に加え、計画初年度内及び３年度内に厳格なモニタリング（評価
結果を踏まえ、支援継続の可否や支援額の見直しの判断もあり得る。）や助言を実施する
ことが適当と判断した。

京都大学については、認定候補として、最長で１年間、体制強化計画案の磨き上げを
実施した上で計画を開始することが適当と判断した。

加えて、東京大学については、認定候補とすべきかの判断に当たり、更に確認を要する点が
あるとの判断に至ったため、最長で１年間、アドバイザリーボードとしての審査を継続する
こととした。

１．結論

3



（１）審査の概要

 ８大学それぞれから、現状を変革しようとする強い意志が示されたとともに、初回公募時
より更に深く検討された意欲的な改革案が創出されたことを評価。

 基本方針を踏まえ、これまでの実績や現時点の水準のみで判断するのではなく、
「変革」への意思（ビジョン）とコミットメントに基づき、審査を実施。

 制度の趣旨及び審査における大学の負担も考慮し、以下の観点から一体的に審査を
実施。

  ① 国際的に卓越した研究成果を創出できる研究力
  ② 実効性が高く、意欲的な事業・財務戦略
  ③ 自律と責任のあるガバナンス体制
 国際卓越研究大学は、大学の持続的成長に向けて、自然科学のみならず人文・社会
科学を含め、長期的視野に立った新たな学問分野や若手研究者への投資など、すぐには
成果につながらない次世代の知・人材の創出にも取り組むことが求められている。
アドバイザリーボードにおいては、研究現場の視察や大学側との丁寧な対話も行い、
総合的に判断。

２．総論
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（２）申請内容に対する審査の主な観点
 国際卓越研究大学は、我が国の大学改革を先導していく役割を期待。また選定される
大学の変革に向けた取組が他大学へのメッセージとなり、模範となっていく点に留意。

 申請内容を踏まえ、共通する論点を13項目を挙げ、面接審査等で確認。
① 国際的に開かれた大学、学術研究ネットワークの牽引 
② 目標・戦略・実現方策の明確化、実現可能性の検討
③ 学内外での合意形成、初回からの進捗
④ 海外トップレベル研究大学との差別化、大学の強み発揮
⑤ 世界中からの研究者受入れ体制 
⑥ 若手研究者育成体制の検討
⑦ 人事評価指標・体制の整理、研究支援人材等の確保策
⑧ 産学連携等の戦略
⑨ 大学発SU支援
⑩ リスクを織り込んだ、計画の持続可能性
⑪ 資源配分や、組織改編の責任等の明確化、システム改革の構想
⑫ データに基づく経営改革、そのためのシステム・専門人材確保
⑬ 次代のリーダー層育成など持続可能なリーダーシップの実現

２．総論
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（東京科学大学）
• 研究分野・組織等の壁を越える抜本的改革を目指し、大学統合のモメンタムも活かして執行部のリーダーシップのもと全学的に
検討された計画であるとともに、研究・教育体制の抜本的な改革に向けたビジョンが大学全体で共有されている点について高く評価
できる。構成員の総力を結集するとともに、データ共有を含めあらゆる側面で大学統合の効果を更に発揮させ、大学ファンドの助成
金も活用し迅速な改革を実現することで、医工融合を推進力として世界トップレベルの新たな研究大学モデルが創出されることを
期待したい。

• ディシプリン横断型の研究教育組織である「Visionary Initiative (VI)」の導入により大学統合によるシナジーを更に高めることが
期待されるが、VIの戦略的な実施にあたっては、外部からの資金調達等の財務基盤の継続性を確立するとともに、これまで日本の
産業構造を背景として産業界からのニーズも踏まえ、高度な人材を輩出してきた大学の特色も活かしながら進めることを期待する。
そのため、VIの実施や関連する大学運営については、アドバイザリーボードとの対話も進めながら、実効性をもって計画を進めることを
強く期待する。

• また、CFOの下、執行部の事業・財務戦略の意思決定の考え方や、保有する土地の活用、VIの導入を通じた産学連携の
推進、寄付金獲得体制の強化、海外のディープテックエコシステムとの連携など計画の詳細が明確である点が確認できた。
計画の履行にあたり、教員への給与・報酬の設定など必要となる具体的な制度設計を行い、計画を実施することを期待する。

• 大学統合を背景に医工連携の強力な推進を掲げた計画であり、日本の新しい大学のモデルとなることが期待される。特に、
臨床と研究に携わる時間の管理などを含めた臨床系教員の研究時間確保策については野心的な計画であり、着実に実現
できるよう、執行部のリーダーシップのもとで、工夫しながら進める必要がある。また、医歯学分野の強みを活かし、医療ビッグデータの
利活用等を目指す意欲的な試みを実現していくことを強く期待する。

• 上述の下線の事項については関連するKPIが既に体制強化計画上に設定されているため、令和８年４月からの体制強化
計画の開始以降に進捗を確認すべき事項として、通常のマイルストーン評価に加え、計画初年度内及び３年度内に、
アドバイザリーボードとして厳格なモニタリング（評価結果を踏まえ、支援継続の可否や支援額の見直しの判断もあり得る。）や
助言を実施することで、計画の確実な実行を促すことが適当である。その際、具体的な制度設計を行うとしている教員への給与・
報酬の設定の状況についても、併せて確認する。

申請概要
東京科学大学は、大学統合のモメンタムを活かした全学改革により医工連携を含む異分野融合のビジョン駆動
型研究・教育体制へ迅速に転換し、世界最高水準の研究・教育を実現する。世界に開かれた大学としてパー
トナーとエコシステムを共創し、科学の力による課題解決を通して社会的インパクトを生み、善き未来を創造する。 6



３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（京都大学）
• 研究成果の潜在的な価値を探索し、社会展開につなげるシームレスな仕組みや、大学組織として出資法人や海外
拠点も活用し、海外大学・海外ファンドとの連携体制や国際性を支える支援環境を構築し、世界レベルのスタート
アップ企業創出につなげる意欲的な計画は評価できる。また、新たな研究組織体制である「デパートメント制」の実施
においても、成果創出までに時間がかかるもののユニークで価値のある潜在的な研究を中長期的な視点で評価する
など、多様な視点での研究評価軸を設計している点は評価できる。

• 医学系研究科や附置研究所も含めた全学で、閉鎖的な部局小講座制から、研究領域を基本単位とするオープンな
デパートメント制へ移行する意欲的な計画であり、学内合意がとれている点も評価できる。一方で、各デパートメントの
研究力強化戦略等の検討の基となる京大ビジョン（全学計画）の策定や全学でのデパートメント制への移行は
途上である。

• 歴史や伝統のある大規模な大学として、一定の改革の困難性がある中で、今回極めて挑戦的な改革構想を掲げて
いることを高く評価したい。

• １期10年で実施する既存組織の変革においては、更なるスピード感及び、各デパートメントの構想・戦略等の明確
化が必要である。また、長期的な変革を成し遂げるために、変革への取組を持続的・継続的に推進することができる
体制の構築を期待する。

• 下線の事項は体制強化計画の開始に当たり重要な確認事項であり、これらについて、認定候補大学としてアドバイザ
リーボードとの対話を踏まえながら最長で1年間計画を磨き上げ、対応状況をアドバイザリーボードとして確認した上で、
認定・認可の手続へと移行するべきである。その際、対応状況が不十分であった場合は、助成額を減額して計画を
開始することも検討の必要がある。

申請概要
新たな研究組織体制（デパートメント制）の導入を核として「研究改革」「教育改革」「成長戦略」「経営改
革」を戦略的に実行し、大学を変革する。創立以来堅持してきた自由の学風のもとで、社会を変革する価値と
グローバルに活躍する高度人材を生み出し続け、世界から多様な研究人材が集う国際的な知の拠点を目指す。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（東京大学）
• CFOの下、事業・財務戦略の考え方や具体的な計画の検討が進みつつある点は評価できる。また、工学部を中心と
した二つの新学部の設置、改革の駆動力となり得る新たな人事構想を含めて、国際競争力と自律成長力の強化に
向けて、初回公募から検討が進んだ改革構想は評価できる。歴史や伝統のある大規模な大学として、一定の改革の
困難性がある中で、今回極めて挑戦的な改革構想を掲げていることを高く評価したい。

• 中でも、知の集積を生む全学共通インフラである「Global Research Integration (GRI)」の導入や、全学組織に
新陳代謝を行うことを目指した学術経営本部による評価・資源配分という考え方は、全学を巻き込み、大学が自律
成長を行うための意欲的な計画として評価できる。他方で、全学の共通理解を基盤に、これらを実際に運営できるか、
計画の実現性をアドバイザリーボードとして確認することが必要である。具体的には、来年４月までの設置を目指す
学術経営本部が実施する資源配分と連動した学内組織評価や、プロボストとCFOを軸とした新体制の下での全学の
資源配分の際の基準について、学内合意を経た上で、実効性の確認が必要である。

• また、コンプライアンス上の問題に対する法人組織としての対応は、国際卓越研究大学に求められている自律と責任
のあるガバナンスの構成要素として重要である。大学運営に関し執行部が部局とより一層一体としての判断・責任を
負う、法人としてのガバナンス体制に移行することを通じて、世界トップレベルの研究大学に飛躍することが強く求められ
る。

• 下線の事項は、体制強化計画の実行可能性の担保の前提であり、認定候補大学とするに当たり確認が必要である。
そのため、最長で1年間審査を継続し、下線の事項を確認の上、認定候補大学としての採否を決定する。なお、
継続審査中に、法人としてのガバナンスに関わる新たな不祥事が生じたと判断された場合、審査を打ち切る。また、
仮に採択された場合であっても、助成額の調整は必要である。

申請概要
東京大学は、変革を阻んできた旧態依然の構造を打破し、国際競争力と自律成長力を持つ大学に自己変革
する。10 年で世界トップ 10 研究大学となり、学術と社会イノベーションを牽引する。文化・経済のグローバル
交差点であるアジア・東京に位置する開かれた大学として、分断を架橋し、新たな価値創造で世界に貢献する。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（大阪大学）

申請概要
最先端の研究を基軸に、総合知を創出する体制強化を行い、若手研究者の独立性を尊重し、創発的研究を
推進する。さらに産学連携と社学連携を両輪として研究成果を社会実装し、産業・社会変革を先導する。
多文化共生の時代にも地域と共に歩み、世界に先駆け、「いのち」と「くらし」を守る未来社会実現に貢献する
大学となる。

• 大阪大学が中心となり、地域一体型の国際的な知の創造と人材育成のための拠点を構築する「大阪・関西
サイエンスヒルズ構想」は、これまでの実績に基づく産業界や自治体との連携強化という点で期待され、強固な
パートナーシップを活かした提案であり評価できる。一方で、既存の産学連携の取組を飛躍的に発展させた
新たな産学連携の取組や、関西地域を越えて世界と繋がる取組について、より一層の具体化が必要である。

• 研究者組織の再構築、若手研究者が躍動するための体制整備、社会や産業構造の変革に挑戦する価値
提供戦略、データ駆動の意思決定体制の構築など体系的な計画であり、初等中等教育からリカレント教育
まで幅広く教育改革との接続にも踏み込んだ点も意欲的である。一方で、研究者採用プロセスの改革や世界
レベルの高額給与制度など８つの柱からなる新たな人事制度については、一部の制度の運用が既に始まって
いるが、今後運用を予定している制度についても、既存教員への適用のあり方などを具体化するとともに、
全学への適用について更なるスピード感が期待された。また、免疫学等の強みとなる分野、経営企画DX
システム「ReCoⓇ」や外国語学部、研究所・研究拠点など他大学にはない特色・強みを有しているが、
これらを更に活かす方策についてより一層深く検討することが求められる。

• 学長のリーダーシップの下で計画実行の意欲を確認することができた一方で、財務計画策定のキーパーソン
となるCFOの配置はこれからであり、今後のガバナンス体制の具体化などが求められる。

• 大学の持続的な成長に向けて、研究力、事業・財務戦略、ガバナンスそれぞれについて意欲的な検討に敬意
を示すとともに、本制度以外の支援も模索しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（早稲田大学）
• 研究の司令塔として創設された「Global Research Center」の下、世界人類に貢献する社会的インパクト
を意識し、文理の壁や分野を越えた連携を実現するとともに、理工系の研究力の強化を目指す意欲的な
計画である。また、データサイエンスの進展に伴い、今後自然科学系及び人文・社会科学系の研究も含め
データ活用により社会や研究のあり方が大きく変動することが予見される時代に、AI技術の活用方法に関する
実践的な教育や、研究の加速にも踏み込んだ先進的な計画である。

• 多様な大学出身者が参画するなど、学内外の連携を強化し、スタートアップの創設・育成に取組んでいる点が
確認されるとともに、これまでに構築した強固かつ広範な海外ネットワークや海外からの留学生受入れの経験も
活かしつつ、オープンかつ多様な環境の下で、研究者や学生の国際頭脳循環を更に発展させる具体的な計画
など、総長のリーダーシップの下、研究大学として国際競争力向上の意欲的な検討がされており評価できる。

• 一方で、速いペースで理工系人材を増員する計画であるが、計画上のペースで増員し、かつ質を担保できるか
についての懸念が払拭できなかった。また、理工系の研究力強化を目指す意欲的な計画であるが、強みを有す
る人文・社会科学系の活かし方も含めて、研究力強化に向けた一層の検討も期待された。多くの学生を有し、
我が国の人材育成の観点でも重要な役割を担う大学の一つであり、世界を先導し変えていく人材の育成に
期待したい。

• 大学の持続的な成長に向けて、研究力、事業・財務戦略、ガバナンスそれぞれについて意欲的な検討に敬意
を示すとともに、本制度以外の支援も模索しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。

申請概要
建学の精神のもと、世界人類に貢献する社会的インパクトの高い研究を推進する国際競争力とグローバル・イン
ターフェイスを持つ研究大学を目指す。その実現のため迅速な意思決定を行うガバナンス体制と強固な財務戦
略を整えた。これらにより、新設した Global Research Center を司令塔として文理融合と産学連携の先
端研究を推進する。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（九州大学）

• 社会課題を設定し、学術分野を越えて多様な専門性を持つ研究者の結集を行う全学的なフレームワーク
「Social Impact Framework(SIF)」を中核としつつ、研究支援体制やガバナンス、事業財務基盤の構築
などを通じて、分野や組織など５つの壁を乗り越え、社会インパクトの創出を目指し、アジアから未来変革を
牽引する大学への変革の期待は大きい。

• 一方で、国際的な競争環境の中で人材獲得や投資の呼び込み等を行うという観点で、大学の強みを活かした
差別化の戦略と、多数の教員が所属し自由闊達な研究活動を保証するフレームワーク（Academic 
Impact Framework）が、世界に伍する研究大学としてどのように卓越した研究を創出し続けるかについて
更なる戦略の具体化が期待された。また、研究力強化・人材育成等の観点から、大学における教育との接続
についても、より一層の検討が期待された。

• また、距離の壁を越えて地域や世界と協働し日本のシリコンバレーを実現するという構想は、地元企業や産業と
の関わりという観点で期待が大きいが、九州を起点とした日本の成長エンジンを目指す上での自治体との連携
の強化、人材育成の観点からの他大学との連携など、インパクトある改革の実現に向けた道筋の更なる具体化
や国際的な連携の検討が期待された。

• 大学の持続的な成長に向けて、研究力、事業・財務戦略、ガバナンスそれぞれについて意欲的な検討に敬意
を示すとともに、本制度以外の支援も模索しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。

申請概要
「イノベーションとビジネス創造の中核となる」
「卓越したフロンティア科学を総合知で創出する」
「強靭かつ柔軟なガバナンスを実現する」
そのために、「５つの壁-学術分野・距離・組織・職位・博士像- 」を越えて総合知で社会・学術インパクトを創
出し、世界と伍する「アジアから未来変革を牽引する大学」へ飛躍する。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（筑波大学）

• これまで日本の大学改革を牽引してきた大学であり、筑波研究学園都市の研究機関を結集した研究教育
共創体として、知の創造に繋がる産学官の研究と次世代人材育成を共同して行う「Tsukuba One 
Campus (TOC)」について、その構想は魅力的である。一方で、筑波研究学園都市の各研究機関との
連携・協業の戦略やその対象範囲、構想の実現に向けた道筋には、初回公募時点からの進捗を踏まえても、
実効性に懸念が残った。

• TOCを機関間の共同研究や人事交流の枠組みに留めることなく、世界のトップ研究者を惹きつける構想とする
には、諸外国の事例も参考としながら、TOCとして人事の一体的な運営に向けた道筋を参画機関との間で
より一層明確化することが求められる。加えて、そうした連携を筑波大学が中核機関として先導することの実現
可能性を高めるとともに、TOCという新たなモデルケースとなる枠組みがつくば地区を越えて全国に波及すること
も期待される。

• また、TOCのような所管省庁をまたぐ大きな構想を実行するためには、長期的に変革を推進する必要がある
ため、関係省庁による支援とともに、長期的視点に立った組織としての推進力と意思決定の一貫性が確保
されることを期待したい。

• 大学の持続的な成長に向けて、研究力、事業・財務戦略、ガバナンスそれぞれについて意欲的な検討に敬意
を示すとともに、本制度以外の支援も模索しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。

申請概要
大学改革を先導してきた筑波大学は、学理を創成する未来構想大学へと自らを変革する。筑波研究学園都
市の産学官の研究機関とともに研究教育共創体となり、国際性と学際性を両輪に、組織間、学問分野間の壁
を越えて生み出される新たな価値をスーパーシティ型国家戦略特区で実装し、固定化された社会の変革を牽引
する。
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３．申請概要・申請内容に対するアドバイザリーボード意見（名古屋大学）
• 個を尊重するとともに、部局等の壁を越えた連携を行う丁寧な大学運営や、研究大学として必要な改革が
偏りなく検討された計画は評価できる。また、改革の柱であり、研究者が独立したPIとして分野を越えて自由に
繋がり共創する仕組みである「グループ・クラスター」の導入による研究力強化戦略には期待が大きいが、
各研究者の自由な発想に基づくボトムアップの提案に加え、未来社会創造機構や国際高等研究機構を
通じた資源配分等による戦略的な組成も行うとされるところ、その詳細設計や、外部の若手研究者を惹きつけ
巻き込んでいくための戦略など、更なる戦略的な作りこみが必要である。また、全体的に大胆な拡張計画と
なっており、若手研究者比率などのKPIの実現可能性に懸念が残された。

• 東海経済圏において、産業集積地に立地している強みを活かし、産業界との強力なパートナーシップを組むと
ともに、優秀な人材の輩出に貢献していることから、産業界からの更なる支援のポテンシャルを有する大学で
ある。一方で、世界に伍する研究大学としては、更に東海地域を越えて、我が国全体の学術ネットワークを
牽引していくための取組の検討が期待される。

• 東海地区の大学を取りまとめてスタートアップ教育や起業支援を行う「Tongali」プロジェクトの展開や、
アントレプレナーシップ教育を必修化するなど着実な取組は評価できる一方で、更なるスピードアップや、VCを
糾合するプラットフォーム形成など、更に効果的な事業・財務戦略の検討も期待された。

• 大学の持続的な成長に向けて、研究力、事業・財務戦略、ガバナンスそれぞれについて意欲的な検討に敬意
を示すとともに、本制度以外の支援も模索しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。

申請概要
全教員の PI（Principal Investigator）化と PI の自由闊達なグループ・クラスター形成への戦略的支援等
により、大学を取り巻くあらゆる壁を取り払う。研究分野・組織を超えて PI 同士を繋げ、視野が広い学生を
世界と繋げ、教員・博士人材を社会と繋げ、知の価値化エコシステムを確立、世界最高水準のインパクトを
創出し続ける新しい大学となる。
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 初回公募では、東北大学から野心的かつ体系的な計画が示され、改革の理念が組織に
浸透していることも含め非常に高く評価し、選定。

 今回申請のあった８大学いずれも、初回公募時点から計画の水準が大きく向上。
 一方、どの大学も、自大学の提案を実現していくため、今後解決すべき中長期的課題を
抱えており、世界に伍する研究大学を実現するために各大学の計画にアドバイザリー
ボードがどのように関わっていくかという観点も含めて検討。

 東京科学大学、京都大学、東京大学は、自大学の強みや課題を踏まえつつ、諸外国の
トップレベル研究大学と差別化する戦略を説得力ある形で精緻に提示。研究力や
研究環境等における国際性や卓越性、事業・財務戦略の実効性、自律と責任のある
ガバナンス体制、全体を通じた戦略性など、国際卓越研究大学として支援を受けること
又は支援を検討することがふさわしく、世界最高水準の研究大学の実現が期待できると
判断。

 一方、構想の実行可能性の観点から、3大学いずれについても更に確認を要する点がある
と判断。

 「3. 」に記載した、3大学それぞれに対する確認事項や確認時期については、長期的な
成長を後押しするために引き続きアドバイザリーボートが前向きに関わっていくべきと判断
された内容等。

４．結論に至る考え方
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 国内で高い研究力を誇る８つの大学から申請。卓越した研究大学へと飛躍するための
抜本的な改革を進める上で、申請に至るまでの意欲的で真摯な検討過程と選考過程で
のアドバイザリーボードとの対話が大きな役割を果たしており、我が国の研究大学の改革
意欲と将来像を前進させたという点においても、本制度には大きな意義があったと確信。

 東京科学大学においては、緊張感を持って体制強化計画を着実に実施し、世界から先導
的モデルとみなされる世界最高水準の研究大学の実現を図ることを強く期待。

 昨今の諸外国の研究大学の急速な成長も踏まえ、時間軸とマイルストーンを明確に設定し、
可能な限り早期に目指す姿を達成することが求められる。

 全申請大学で意欲的で考え抜かれた計画が提出された一方で、一定の課題あり。
磨き上げ又は継続審査として確認事項が課された大学が計画開始可能と判断された場合
も含め、国際卓越研究大学については、モニタリングにおいて、大学設定のマイルストーンを
踏まえ、アドバイザリーボードが計画の進捗確認と助言を通じて、改革を支援。その際、
各大学が設定する計画開始後３年間の具体的な実行状況の進捗を、アドバイザリー
ボードとして確認することが必要。

 磨き上げや継続審査の状況次第では、一定割合減額した助成額で計画を開始し、
マイルストーン評価等で、真に大学の改革が進んだと判断された際に助成額を再検討する
など計画の実効性を高める工夫をすべき。

５．最後に

15



 規制緩和要望については、大学や制度所管官庁等との対話を通じて、具体的な内容や
必要性を確認できたものから、順次、対応することを政府に求めたい。

 今回、認定候補等とならなかった大学においても、意欲的な提案があったことを高く評価。
重要分野の大型産学連携、専門人材の輩出、国研・他大との新たな連携の模索、地域
経済圏の中心として企業群との共同研究やSUの創出など、高い研究力をもとに、我が国
の研究力強化とイノベーション創出を牽引する研究大学群の一翼を担うことが十分
期待される取組の提案。

 現在、我が国の研究力の向上を牽引する研究大学群の形成に向けて、本制度とともに、
地域中核・特色ある研究大学強化促進事業が展開。研究大学群が総体として世界と
戦っていけるような支援策を講じることは、我が国に有効な投資と確信。

 アドバイザリーボードとしては、文部科学省が関係府省や経済界と共に、研究大学群の
本格的な始動に向けて、さらに必要な取組を速やかに検討・実施することを強く求める。

 そうした取組を通じて、日本社会の中で大学が果たしてきた役割や強みを更に伸長させ、
我が国の成長の中心となり、世界で存在感を示す大学へと発展することを期待。

５．最後に
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